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1．は じ め に

平成 24年 12月に発生した中央自動車道笹子トンネル天
井板落下事故を大きな契機として，日本の社会資本施設の
老朽化が問題となっており，国土交通省では平成 25年を
「社会資本メンテナンス元年」と位置付け，社会資本施設
の老朽化対策がなされている 1）。
道路橋の老朽化について見ると，全体の 70 %を占める

市町村が管理する橋梁では，通行止めや車両重量等の通行
規制が約 2 000（平成 25年）箇所に及び，平成 20年から
の 5年間で 2倍と増加し続けており，今後，その数は急増
すると予想されている 2）。さらに，今後の人口減少や財政
制約などを踏まえると，既設の橋梁の健全性を定量的に示
し，有効活用や長寿命化に資するための技術の確立が喫緊
の課題である。
本稿で対象としているプレストレストコンクリート T
桁（以下，「PCT桁」と略す）では，PC鋼材緊張力の低
下とそれに伴う曲げひび割れの発生は，桁のたわみの増大，
劣化因子の侵入による PC鋼材の腐食を招き，最悪の場合
は PC鋼材の破断や橋梁上部構造の脆性的な破壊につなが
る可能性がある。そのため，残存する PC鋼材緊張力を定
量的に把握することはきわめて重要かつ必要不可欠であ
る。しかし，現行の点検 3）では，ひび割れの分類，ひび
割れ幅やひび割れ間隔の分類によって，半定量的に損傷程
度や対策区分の判定を行うにとどまっている。

PC鋼材緊張力，あるいはコンクリートに導入されたプ
レストレスの推定が可能な従来の手法として，PC鋼材の
磁気特性を EM（Elasto-Magnetic）センサーで計測して PC
鋼材の実応力を推定する方法 4）があるが，内ケーブル方
式の場合，センサーの PC鋼材への取付けは困難である。
また，コンクリートのコア抜きや鉄筋の切断による応力解

放試験からプレストレスを推定する手法 5，6，7）は，試験箇
所でコア周辺の応力が解放されることから，同一箇所での
試験の再現ができないという課題がある。さらに，PC鋼
材の破断を AE（Acoustic Emission）センサーで検知する
方法 8，9）では，すでに何割かの PC鋼材が破断した後から
の計測では，初期からの破断本数が不明となる。
一方，筆者らは，緊張力の低下に起因する曲げひび割れ
を有する PCT桁を対象として，残存緊張力によって閉じ
ていたひび割れが，自動車荷重に対して再び開口する挙動
を利用して，残存緊張力を推定する方法の検討を進めてい
る 10）。この方法ではひび割れ再開口の判定が重要であり，
荷重に対する引張ひずみの増加の割合よりもひび割れ幅の
増加の割合が大きくなる瞬間をひび割れ近傍のひずみの解
放として，ひび割れの再開口の判定に利用していた。しか
し，ひび割れ近傍ひずみの解放は，テンションスティフニ
ングの影響によって緩やかに生じることから，ひび割れの
再開口の判定に誤差を含むという課題があった。
そこで本開発は，ひび割れ近傍のひずみの解放ではなく，
ひび割れが開口した後は仮想 RC断面の挙動に近くなるこ
とを利用して，ひび割れを有する部材としてのひび割れ開
口モーメントを算出することで，PC鋼材の残存緊張力の
推定精度の向上を図ったものである。本手法では，残存緊
張力の低下に伴う曲げひび割れが生じていることを前提と
しているが，荷重に対するひずみやひび割れ幅の計測値（絶
対値）による評価 11）ではなく，荷重増分時のひび割れの
再開口の挙動の計測を利用した非破壊手法であることに新
規性がある。本稿では，小型の要素試験体と，実橋の主桁
を模擬した実規模試験体の載荷試験から，手法の検証を行
った結果について報告する。

In this paper, a method for estimating the prestressing force in prestressed concrete beams with cracks orthogonal to the beam length was 
proposed. The measurement results of strain on the concrete surface and crack width were used. Laboratory loading tests were carried out 
to verify the proposed method. Test specimens consisted of small specimens with rectangular cross-section, as well as a full-scale specimen 
with an T-shaped cross-section. Based on these tests, the proposed method could estimate the prestressing force with an accuracy within 
2 % under steady-state cracks condition.
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2．PC鋼材残存緊張力の推定方法

2.1　PC鋼材の残存緊張力の推定 10）

PC梁部材の曲げひび割れが開口するとき，ひび割れ箇
所で引張縁のコンクリート圧縮応力σceはゼロになると仮
定すると，PC鋼材の緊張力 Peは式⑴と⑵で推定できる。

Pe      Pe・ep           Md        M0σce = 0 =   ― + ――――   － ―― － ―― ⑴Ac        Wc              We         We

Md + MoPe = ―――――― ⑵We      We・ep―― + ―――Ac          Wc

ここに，Wc：コンクリート断面係数（m3），We：換算断
面係数（m3），Ac：コンクリート断面積（m2），ep：コンク
リート断面図心と PC鋼材群の図心間の距離（m），Md：
死荷重による曲げモーメント（kN・m），Mo：ひび割れ開
口曲げモーメント（kN・m）である。
式⑵の変数のうち，ひび割れ開口モーメント以外の変
数は，竣工図などに基づいて設定し，ひび割れ開口曲げモ
ーメントは PC梁部材の計測から算出することで，PC鋼
材の緊張力を推定することが可能となる。
2.2　ひび割れ開口曲げモーメントの算出
本手法では，曲げひび割れを含む PC梁部材の挙動に基
づいてひび割れ開口曲げモーメントを算出する。PC梁部
材の曲げひび割れ断面での引張鉄筋ひずみεsと作用曲げ
モーメント Mの関係を図 - 1に示す。同図には，軸力が
作用する仮想 RC断面の関係 11）も破線で示している。残
存緊張力によって曲げひび割れが閉じていて弾性とみなせ
る曲げモーメントの範囲が状態 I，再び開口した後の範囲
が状態 IIとしている。状態 Iでの引張鉄筋ひずみがε1，ひ
び割れが再開口したときのひび割れ部の引張鉄筋のひずみ
がεs2である。状態 IIでの作用曲げモーメントの大きい範
囲では，PC梁部材のひび割れ部の引張鉄筋ひずみεs2は，
仮想 RC断面の引張鉄筋ひずみεsmに漸近する 12）。仮想
RC断面の引張鉄筋の平均ひずみεsmは，ひび割れ間のコ
ンクリートの平均引張ひずみεcm，ひび割れ間隔ℓ，ひび
割れ幅 wとすると，以下の関係がある。

w =（εsm－εcm）・ℓ  ⑶
εsm = w/ℓ+εcm ⑷
一般的に状態 IIではεcmは無視できるほどに小さい。一
方で状態 Iでは，引張鉄筋とコンクリートが付着している
ことから，εcmはε1に等しいと仮定する。この仮定を設け
ることで，ひび割れ幅とひび割れ間のコンクリートひずみ
の計測から，状態 Iと状態 IIを連続的に算出することが可
能となる。また，ひび割れ再開口前のε1と，式⑷で示さ
れるεsmとの交点が仮想 RC断面の始点に対応し，ひび割
れ開口曲げモーメント Moとして算出する（図 - 1）。
以上のことから整理すると，ひび割れ開口曲げモーメン
トの算出に必要な変数は，状態 Iの引張鉄筋ひずみε1，お
よび状態 IIのひび割れ幅 w，ひび割れ間隔ℓ，および，
ひび割れ間のコンクリートの平均ひずみεcmである。

（　 　）

2.3　計 測 方 法
ひび割れ開口曲げモーメントの算出に必要な計測の概要
を図 - 2に示す。ひずみゲージとπ型変位計を用いた計測，
または光ファイバセンサとひずみゲージを用いた計測によ
り必要な情報は取得可能である。なお，ひび割れ再開口前
の引張鉄筋のひずみε1とひび割れ後のひび割れ間のコン
クリートの平均ひずみεcmは，ひび割れ間隔の中央付近で
は鉄筋とコンクリートは付着により一体化されていること
から，コンクリートひずみの計測値と等しいと仮定する。
ひずみゲージとπ型変位計を用いる場合は，ひび割れ間
のコンクリートの表面ひずみεg，π型変位計から得られ
るひび割れ幅 wp，ひび割れ間隔ℓを計測する。ただし，
π型変位計によるひび割れ幅の計測には，ひび割れの幅だ
けでなく，π型変位計の評点区間に含まれるコンクリート
のひずみも含まれる。そこで，π型変位計の評点区間 Lp

を用いて次式で算出されるひび割れ幅 wmを用いる。
wm =（wp－ Lp・εg） ⑸
式⑹と式⑺の交点からひび割れ開口曲げモーメントを
算出する。
ε1 = εg　　 ：ひび割れ開口前 ⑹
εsm = wm/ℓ+εg ：ひび割れ開口後 ⑺
光ファイバセンサとひずみゲージを用いる場合は，光フ
ァイバセンサの評点距離 Lfと計測値εf，およびひずみゲ
ージの計測値εgを用いて，以下の関係を用いる。

wm = Lf（εf－εg） ⑻
ε1 = εg  ：ひび割れ開口前 ⑼
εsm = wm/ℓ+εg ：ひび割れ開口後 ⑽

図 - 1　曲げモーメントと引張鉄筋のひずみの関係

図 - 2　ひび割れ開口曲げモーメントを算出するための
計測概要
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3．提案手法の検証のための載荷試験

3.1　検 証 方 法
PC梁試験体を作製して載荷試験を行い，提案する手法
で各試験体の PC鋼材の残存緊張力を推定し，試験体に導
入した緊張力との比較から手法の検証を行った。
試験体は，緊張力が試験体に沿ってほぼ一様となるよう
に PC鋼材を直線配置した小型の要素試験体，および実橋
の主桁を模擬した大きさと PC鋼材を曲げ上げ配置した実
規模試験体の 2種類とした。
3.2　試験体と載荷方法
⑴　要素試験体
要素試験体の断面および載荷状況を，それぞれ図 - 3

と図 - 4に示す。試験体の形状は，20 cm× 30 cm×
340 cm（支間長 300 cm）とし，PC鋼線を引張縁から
7.5 cmの高さの位置に試験体に沿って直線で配置した。緊
張力の導入時の上縁の引張応力度が 1 N/mm2程度となる
ように緊張力を 95 kNとした場合を 100 %とし，緊張力
の低下を模擬した 76 kN（80 %），57 kN（60 %）の 3レベ
ルの試験体を作製した。試験体の材料定数と断面特性を表
- 1に示す。圧縮強度は載荷試験時の材齢のテストピース
の圧縮強度試験結果であり，弾性係数は圧縮強度から道路
橋示方書 13）（以下，「道示」と略す）に準拠して設定した。
同様に，道示から単位体積重量を設定している。
載荷は支間中央の 2点載荷（載荷点の距離は 100 cm）
として，油圧ジャッキを用いて荷重制御の片振り載荷で行
った。最大荷重は全ての試験体で統一し，最も緊張力の小
さい導入率 60 %の試験体で，引張鉄筋の応力度が許容応
力度 200 N/mm2に近くなる 60 kNとした。
⑵　実規模試験体
実規模試験体の断面および載荷状況を，それぞれ図 - 5

と図 - 6に示す。試験体は実橋梁の主桁を模擬した T形
断面とし，桁高は 1 m，支間長は 17.04 mであり，5本の
PC鋼材を実橋梁と同様に曲げ上げ配置している（図
- 7）。緊張力の導入時の上縁の引張応力度が 1 N/mm2t程
度となるように 5本の PC鋼材の緊張力の合計が 360 kN
とした場合を 116 %とし，定着具を調整することで緊張
力が 310 kN（100 %），260 kN（84 %）となるようにして，
緊張力の低下を模擬した。つまり，要素試験体とは異なり
1体の試験体を用いている。試験体のコンクリートと PC
鋼材の材料特性と断面特性を表 - 2に示す。28日圧縮強
度から道示に準じて弾性係数を設定し，同様に道示の単位
体積重量を設定した。
載荷は支間中央での 2点載荷とし，載荷点の距離は 2 m
とした。アクチュエータによる静的な片振り載荷（荷重制
御）を行った。緊張力の調整と載荷は次の 2ケースとした。
まず，緊張力 84 %を導入してひび割れ発生荷重でひび割
れを導入し，その後，最大荷重 185 kNとして静的な片振
り載荷を行った。その後，定着具を調整することで導入率
を 100 %に上げた後，最大荷重 240 kNとして同様に載荷
を行った。続いて，さらに導入率を 116 %に上げ，最大
荷重 300 kNとして載荷を行った。これを「ケース A」と

した。なお，各導入率の載荷試験でひび割れ本数は増加し
ていないことは確認している。ケース Aの後，導入率
100 %で，引張鉄筋の応力度の計算値が鋼材の許容応力度
200 N/mm2相当となる最大荷重（300 kN）の載荷を実施し
た場合を「ケース B」とした。このとき，ケース Aから
ひび割れ本数が増加していることを確認した。なお，3章
ではケース Bの結果を用い，ケース Aの結果については
4章の検討で用いる。

表 - 1　要素試験体の材料定数

表 - 2　実規模験体の材料定数

図 - 3　要素試験体の
支間中央断面
（単位：mm）

図 - 5　実規模試験体の
支間中央断面
（単位：mm）

図 - 4　要素試験体の
載荷状況

図 - 6　実規模試験体の
載荷状況

図 - 7　実規模試験体のPC鋼材の配置（単位：mm）
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対象 項目 数値

コンクリート
圧縮強度 43 N/mm2

弾性係数 3.16× 107 kN/m2

単位体積重量 24.5 kN/m3

PC鋼棒
(13 mm)

弾性係数 1.96× 108 kN/m2

断面積 132.7 mm2

対象 項目 数値

コンクリート
圧縮強度 50 N/mm2

弾性係数 3.3× 107 kN/m2

単位体積重量 24.5 kN/m3

PC鋼材
（7W9.5）

弾性係数 2.0× 108 kN/m2

断面積 54.8 mm2



98 プレストレストコンクリート

論文

3.3　計 測 方 法
要素試験体，実規模試験体ともに，複数のひび割れのう
ち，曲げモーメントが最大となる支間中央に近い 2本のひ
び割れの中間の位置で，図 - 8に示すような，引張側と
圧縮側のコンクリート表面ひずみ，およびひび割れ幅の計
測を行った。ひずみの計測は，長さ 90 mmのひずみゲー
ジを用いている。また，等曲げ区間で発生したひび割れの
幅を評点距離 50 mmのπ型変位計で計測した。載荷試験
では，支間中央のたわみも計測し，試験に異常がないこと
を確認しながら載荷を行っている。
3.4　ひび割れ発生状況
⑴　要素試験体
各ケースの試験体のひび割れ発生状況を図 - 9に示す。
また，図 - 10には，支間中央付近の 5本のひび割れにつ
いて，同一の荷重（40 kN）時のひび割れ間隔とπ型変位
計で計測したひび割れ幅の関係を示す。横軸のひび割れ間
隔は，対象とするひび割れの左右のひび割れまでの距離の
平均とした。いずれのケースもひび割れ間隔の増加に伴っ
て，ひび割れ幅が大きくなる傾向にあり，ひび割れの発生
状況は妥当であると考えられる。なお，配筋から算出した
導入率 100 %での平均ひび割れ間隔 14）は 255 mmであり，
試験結果の平均値 226 mmに近く，妥当なひび割れ間隔で
あった。
⑵　実規模試験体
緊張力の導入率を 100 %（310 kN）とし，ひび割れ本数

を増加させたケース Bでの支間中央付近のひび割れ発生
状況を図 - 11に示す。また，図 - 12には，支間中央付
近の 5本のひび割れについて，最大荷重（300 kN）時のひ
び割れ間隔とπ型変位計で計測したひび割れ幅の関係を示
す。要素試験体と異なり，明確な関係が認められなかった。
なお，5本のひび割れの間隔の平均値は 216 mm，配筋か
ら求めたひび割れ間隔 14）176 mmの 1.2倍であり，おおむ
ね妥当であると考えられる。

4．提案手法の検証

4.1　曲げひび割れ再開口前の弾性挙動
⑴　要素試験体
曲げひび割れが再開口する前の状態 Iでの弾性体として
の挙動の確認を行った。要素試験体の引張鉄筋のひずみ（計

図 - 8　ひずみとひび割れ幅の計測位置
（支間中央断面，単位：mm）

図 - 9　要素試験体のひび割れ発生状況

図 - 10　ひび割れ間隔とひび割れ幅の関係
（要素試験体）

図 - 11　実規模試験体のひび割れとひび割れ間隔
（図中の数値はひび割れ間隔（単位；mm））

図 - 12　ひび割れ間隔とひび割れ幅の関係
（実規模試験体）
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算値）と荷重との関係を図 - 13に示す。同図には，導入
率 100 %の試験体の曲げひび割れ導入前の関係（計測値）
について併記している。引張鉄筋のひずみは，導入前につ
いては支間中央のコンクリート引張ひずみ，導入後に対し
ては式⑺を用いて算出している。荷重は，油圧ジャッキ
の値である。いずれの試験体も，曲げひび割れが再開口し
た後に導入前の勾配から変化しているが，それ以前ではひ
び割れ導入前とほぼ同じ勾配であるとみなせる。このこと
から，曲げひび割れが発生した後でも，残存する緊張力に
よってひび割れが閉合している状態 Iでは，ひび割れの無
い弾性体の挙動とみなすことができる。
⑵　実規模試験体
要素試験体と同様に，ひび割れ再開口前の弾性体の挙動
の確認を行った。引張縁のコンクリートひずみの計測値と
荷重の関係を図 - 14に示す。なお，ひび割れ前は支間中
央で計測したコンクリートひずみを用い，ひび割れ後はケ
ース Bでのひび割れ間のコンクリートひずみを用いてい
る。要素試験体と同様に，載荷試験でひび割れが再開口し
始めたと考えられる引張縁のコンクリートひずみ約 200μ
までは，ひび割れの無い弾性体の挙動とみなすことができ
る。
4.2　ひび割れ再開口後の挙動と残存緊張力の推定
⑴　要素試験体
各ケースの曲げモーメントと引張鉄筋ひずみの関係を図
- 15に示す。なお，同図中の「ひび割れ前」は，導入率
100 %の再開口前の計測値である。ひび割れ後は式⑺の
計算値である。曲げモーメントが約 10 kN・m以上では，
ひび割れ再開口後でも両者の関係はほぼ線形とみなすこと
ができ，仮想 RC断面の関係に近くなっていると考えられ
る。そこで，ひび割れ再開口後は最大荷重時を基準として
ひずみの変化量が約 50μの範囲の線形回帰，ひび割れ前は
荷重ゼロを基準としてひずみ変化量が 50μの範囲の線形回
帰を行い，各直線との交点からひび割れ開口曲げモーメン
ト Moを算出した。式⑵による緊張力の推定を結果を図
- 16に示す。なお，図中の「計測」とは，緊張力導入時
の油圧ジャッキの値であり，推定誤差の絶対値は，導入率
60 %の場合で 8.4 %，80 %と 100 %ではそれぞれ，1.4 %
と 0.2 %であった。なお，要素試験体は PC鋼棒の直線配
置であり，試験体の支間長も 3 mと短いことから，PC鋼
材緊張力のプレストレスロスは考慮しないものとした。
⑵　実規模試験体
実規模試験体のケース Bについて，引張鉄筋ひずみと
曲げモーメントの関係を図 - 17に示す。ひび割れ前の引
張鉄筋ひずみは式⑹，ひび割れ後は式⑺による計算値で
ある。なお，曲げモーメントが約 300～ 600 kN・mの範
囲では緩やかなうえに凸な曲線となっており，コンクリー
トの引張軟化の影響があるものと考えられる。一方，約
800 kN・m以上では直線に近く，仮想 RC断面の関係に近
くなっていると考えられる。
ひび割れ再開口前後について，引張鉄筋ひずみと曲げモ
ーメントの関係のそれぞれの線形回帰を行い，両者の交点
からひび割れ開口曲げモーメント Moを算出した。ひび割

図 - 13　荷重とコンクリートのひずみとの関係

図 - 14　引張縁のひずみと荷重の関係の比較
（実規模試験体（導入率 100%・ケースB））

図 - 15　引張鉄筋ひずみと曲げモーメントの関係
（要素試験体）

図 - 16　緊張力の推定結果（要素試験体）
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れ開口曲げモーメントは 550.6 kN・mであり，式⑵から
推定した PC鋼材 1本あたりの緊張力は 287.2 kNであった。
5本の PC鋼材に対してシースの摩擦損失 6.5 %を考慮し
た支間中央での緊張力の平均値 292.0 kN（変動係数 1.1 %）
に対して，推定誤差は－1.7 %であり，要素試験体と同程
度の推定精度であった。

5．荷重の大きさが推定精度に及ぼす影響の検
討

5.1　検 討 方 法
これまでの検討では，要素試験体と実規模試験体ともに，
ひび割れ間隔は引張鋼材の配筋から算定される数値に近
く，ひび割れ間に新たなひび割れが発生しない状態である
と言える。これは，ひび割れ開口モーメントに対して，比
較的大きな作用曲げモーメントが作用した状態，あるいは，
作用荷重に対して残存緊張力の低下が大きい状態であると
言える。
一方で，作用曲げモーメントがひび割れ開口曲げモーメ
ントに近い状態，あるいは，残存緊張力の低下が小さい状
態は，ひび割れ間隔が大きくひび割れ本数も少ない状態が
想定される。実構造物の場合，このような初期のひび割れ
の状態での提案手法の適用が想定される。
そこで，初期のひび割れの状態を対象として，残存緊張
力と比較して小さい荷重での推定精度について検討を行っ
た。ここでは，等曲げスパンが長く，ひび割れ本数を制御
しやすい実規模試験体を用いて，ケース Aの載荷試験結
果を利用した。
5.2　ひび割れ発生状況
ケース Aの載荷試験におけるひび割れ発生状況を，図
- 18に示す。緊張力のもっとも小さい 84 %に対して，ひ
び割れが最初に発生したときの荷重（213 kN）であり，ひ
び割れの本数は 3本，ひび割れ間隔の平均値は 464 mmで
あった。以降では，ケース Aを「初期ひび割れ間隔」とし，
ケース Bを「定常ひび割れ間隔」とする。
5.3　曲げひび割れ再開口前の弾性挙動
載荷に伴う曲げひび割れ再開口前の弾性体の挙動の確認
を行った。ひずみゲージで計測した支間中央での引張縁の
ひずみと荷重の関係を図 - 19に示す。曲げひび割れが再
開口する約 200μまでは，緊張力による差は小さい。導入
率 100 %の場合については，曲げひび割れの発生前と，
ひび割れ発生後の開口前の差異は小さいことも確認してい
る（図 - 14）ことから，初期のひび割れの状態であっても，
曲げひび割れが再開口するまでは導入緊張力によらず弾性
体の挙動とみなすことができる。
5.4　曲げひび割れ再開口後の挙動
曲げひび割れ再開口後の挙動を確認する前に，ひび割れ
間隔が異なる場合のひび割れの挙動について確認を行っ
た。
ひび割れ再開口後の引張鉄筋のひずみを推定する式⑺
では，ひび割れ幅とひび割れ間隔がパラメーターとなって
いる。そこで，初期のひび割れ（ケース A）と，定常のひ
び割れ（ケース B）について，両ケースで共通するひび割

図 - 17　引張鉄筋ひずみと曲げモーメントの関係
（実規模試験体（ケースB））

図 - 19　引張縁のひずみと荷重の関係の比較

図 - 20　ひび割れ幅と曲げモーメントの関係の比較
（導入率 100 %）

図 - 18　ひび割れ発生状況
（実規模試験体ケースＡ，単位：mm）

0

200

400

600

800

1000

1200

0 500 1000 1500 2000

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト
（

kN
・

m
）

引張鉄筋ひずみ（μ）

ひび割れ前（式 ⑹）
ひび割れ後（式 ⑺）

0

200

400

600

800

0 100 200 300

荷
重
（

kN
）

引張縁ひずみ（μ）

116 %
100 %
84 %

（式 ⑹ の計算値）

0

200

400

600

800

1000

1200

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト
（

kN
・

m
）

ひび割れ幅（mm）

ケースA
ケースB

載荷点載荷点

463463464464

CL



101Vol.63,  No.5,  Sep.  2021

論文

れについて，同じく両ケースで共通する導入率 100 %の
場合で，ひび割れ幅と曲げモーメントとの関係を比較した
結果を図 - 20に示す。ケース Bの定常ひび割れ間隔
216 mmに対するケース Aの初期ひび割れ間隔 464 mmの
比率は 2.15倍であり，両者は大きく異なるが，同一の曲
げモーメントに対するひび割れ幅の違いは小さい結果とな
っている。
5.5　残存緊張力の推定
⑴　初期ひび割れ間隔を用いた推定
ひび割れ開口曲げモーメントを算出するために，ひび割
れ再開口前後の引張鉄筋ひずみと曲げモーメントの関係の
線形回帰を行った。各導入率の引張鉄筋ひずみと曲げモー
メントの関係および回帰結果を図 - 21に示す。ひび割れ
再開口前は式⑹，再開口後は式⑺を用いた計算値であり，
再開口後ではひび割れ間隔の平均値 464 mmを用いてい
る。同式は定常ひび割れを対象としたものであるが，実橋
ではひび割れの定常性が判断できない場合も想定し，式
⑺を用いたものである。ひび割れ間隔が大きいことに起
因して，式⑺におけるひび割れ再開口後の引張鉄筋のひ
ずみが，ひび割れ再開口前のひずみよりも小さくなる領域
が存在する結果となっているが，ここでは，ひび割れ再開
口前後の回帰直線との交点からそのままひび割れ開口曲げ
モーメントを算出した。
式⑵から求めたそれぞれのケースの残存緊張力（PC鋼
材 5本の平均値）の推定結果は，導入率 84 %のケースで
272.7 kN，100 %で 347.0 kN，および 116 %で 435.1 kNで
あった。推定誤差はそれぞれのケースで，+4 %，+12 %，
+19 %であり，ケース Bの推定誤差－1.7 %と比較して誤
差の絶対値が大きくなっているとともに，導入率の増加に
伴って推定誤差が大きくなる傾向となった。
⑵　定常ひび割れ間隔を用いた推定
曲げひび割れ再開口後の挙動（前項 5.4）で確認したよ
うに，ひび割れ間隔の違いがひび割れ幅と曲げモーメント
の関係に与える影響は小さいこと（図 - 20）を勘案して，
式⑺でのひび割れ間隔として，ケース Bと同じ定常ひび
割れ間隔 216 mmを用いた場合の引張鉄筋ひずみと曲げモ
ーメントの関係を示したものが図 - 22である。ひび割れ
再開口前は式⑹，再開口後は式⑺による計算値である。
同図には，ケースBの導入率 100 %の結果も併記している。
導入率 100 %で比較すると，引張鉄筋のひずみが 500μま
ではほぼ同じ履歴となっている。その一方で，載荷荷重の
大きいケース Bでは，ひずみが約 500μを超えた領域では
勾配が小さくなっている。これは，曲げひび割れが再開口
して約 500μまではテンションスティフニングの影響，す
なわちコンクリートの引張の負担の影響があることが要因
の一つとして考えられる。
ケースＡの各緊張率について，緊張力の推定値と導入し
た緊張力（「計測」）の比較を図 - 23に示しており，推定
値は 84 %のケースで 223.4 kN，100 %で 275.0 kN，およ
び 116 %で 336.4 kNであった。推定誤差は，それぞれの
ケースで－15 %，－11 %，－8 %であった。初期ひび割れ
間隔 464 mmを用いた場合は，いずれも導入よりも大きな

緊張力を推定していたが，定常ひび割れ間隔 216 mmを用
いた場合では，いずれも小さい値を推定している。同図に
は初期ひび割れ間隔の結果も併記している。
この結果は，実橋のひび割れ間隔が，引張鋼材の配筋条
件から算定されるひび割れ間隔よりも大きい場合，そのひ
び割れ間隔をそのまま用いて推定した結果は危険側となる
ことを示している。このような場合，配筋条件から算出さ
れるひび割れ間隔を用いて推定する必要があると考えられ
る。また，初期ひび割れ間隔での式⑺に代わる引張鉄筋
ひずみの推定方法を検討する必要がある。

図 - 21　引張ひずみと曲げモーメントの関係
（ひび割れ間隔 464 mmで算出）

図 - 22　引張ひずみと曲げモーメントの関係
（ひび割れ間隔 216 mmで算出）

図 - 23　緊張力の推定結果
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6．ま　と　め

本稿は，PCT桁を対象として，コンクリート表面のひ
ずみと曲げひび割れ幅の計測から，PC鋼材の残存緊張力
を推定する手法を提案した。小型の要素試験体，および実
橋の主桁を模擬した実規模試験体の載荷試験から提案手法
の推定について検証を行っている。主な成果は以下のとお
りである。
① 曲げひび割れを含む PC梁部材としてのひび割れ再開口
曲げモーメントから，PC鋼材の残存緊張力の推定方法
を定式化するととも，必要な計測方法を提案した。
② 提案手法では，ひずみゲージとπ型変位計の組合せ，お
よび光ファイバとひずみゲージの組合せによる計測で必
要な情報を取得できる。
③ 要素試験体および実規模試験体ともに，緊張力導入時の
上縁の引張応力度が約 1 N/mm2となる場合の緊張力の
導入率を 100 %として，導入率 80～ 100 %に対して提
案手法の PC鋼材の残存緊張力の推定誤差を評価した。
載荷によって発生したひび割れの間隔が一定となった定
常状態である場合に対して，要素試験体で 80～ 100 %
の緊張力のレベルに対して 2 %以下であり，実規模試
験体で緊張力 100 %の導入率に対して 1.7 %であった。

④ ひび割れ間隔の広い初期のひび割れの状態に本手法を適
用した場合，PC鋼材緊張力の推定精度は低下すると同
時に実際の導入値よりも大きな結果を与え，危険側とな
る。このような場合，配筋条件から決まる定常ひび割れ
を用いて PC鋼材緊張力を推定することで安全側の推定
となる。今後は，初期ひび割れ間隔を用いた引張鉄筋ひ
ずみの推定方法を検討し，本手法に取り込む必要がある。

謝辞：本稿では，国土交通省建設技術研究開発助成制度
（平成 29年度～平成 30年度）の「PC桁の健全性評価のた
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行った結果を参照しており，ここに，関係各位のご協力と
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新刊案内

第 48 回　PC 技術講習会テキスト
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会員特価  5,000  円（税込）／送料 300 円

公益社団法人  プレストレストコンクリート工学会

令和 3 年 6 月 


